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                                                   －   － ３０

個 別 財 務 諸 表 等 
 

 （１） 貸 借 対 照 表  
 （単位：百万円） 

 ２００１年３月期 ２０００年３月期 前 期 比 

科      目 (２００１.３.３１) (２０００.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  

 Ⅰ 流 動 資 産      
現 金 及 び 預 金  １０,６５４  ９,８４６  ８０８ 
受 取 手 形  ５８２  ６９２  △   １１０ 
売 掛 金  ３,４８２  ３,７１１  △   ２２９ 

商 品 ８４５  ８８１  △    ３６ 

製 品 ８６４  １,１５２  △   ２８８ 

原 材 料  ２５５  ２３５  ２０ 

仕 掛 品  ５６８  ６０３  △    ３５ 

貯 蔵 品  ４６８  ４９０  △    ２２ 

繰 延 税 金 資 産  １３４  １５７  △    ２２ 
未 収 入 金  １,６９０  ２,２４１  △   ５５０ 
そ の 他  ２５６  １８１  ７４ 
貸 倒 引 当 金  △    ２２  △    ３２  １０ 

流 動 資 産 合 計  １９,７８０ 41.4 ２０,１６２ 41.9 △   ３８２ 

 Ⅱ 固 定 資 産      
  １．有 形 固 定 資 産      

建 物 ４,５５７  ４,８５９  △   ３０２ 
機 械 及 び 装 置  ２６２  ２９０  △    ２８ 
工 具 器 具 備 品  ７７０  ８１４  △    ４４ 
土 地 ６,３１６  ６,２７３  ４３ 
建 設 仮 勘 定 ５３０  －  ５３０ 
そ の 他 １８２  ２１８  △    ３６ 

有 形 固 定 資 産 合 計  １２,６１８ 26.4 １２,４５６ 25.9 １６２ 

  ２．無 形 固 定 資 産      
営 業 権 ６９ － ６９ 
ソ フ ト ウ ェ ア  ２４７ ２４４ ３ 
そ の 他 ４７ ５０ △     ３ 

無 形 固 定 資 産 合 計  ３６４ 0.8 ２９４ 0.6 ６９ 

  ３．投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券  １,０９４  １,２９０  △   １９６ 
関 係 会 社 株 式  ９,９０９  １０,３７４  △   ４６５ 
関 係 会 社 出 資 金  １,２９４  １,０１０  ２８４ 
関係会社長期貸付金  ８９９  ７７７  １２２ 
差 入 保 証 金 ７７７  ８３３  △    ５６ 
繰 延 税 金 資 産  ６６８  ４６５  ２０２ 
そ の 他 ４１７  ４９４  △    ７７ 
投 資 評 価 引 当 金  △    ７９  △    ７９  － 
貸 倒 引 当 金 △     ６  △     ４  △     ２ 

投資その他の資産合計 １４,９７５ 31.4 １５,１６４ 31.6 △   １８８ 

固 定 資 産 合 計  ２７,９５９ 58.6 ２７,９１５ 58.1 ４３ 

資 産 合 計 ４７,７３９ 100.0 ４８,０７８ 100.0 △   ３３９ 
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 （単位：百万円） 

 ２００１年３月期 ２０００年３月期 前 期 比 

科      目 (２００１.３.３１) (２０００.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  

 Ⅰ 流 動 負 債      

買 掛 金  １,７５７  ２,２９２  △   ５３４ 

短 期 借 入 金  １,０００  －  １,０００ 

一年以内償還予定転換社債 －  ７９５  △   ７９５ 

未 払 金  ８００  ７９２  ７ 

未 払 法 人 税 等  １９  ３９４  △   ３７４ 

預 り 金  ８１  ４２  ３８ 

賞 与 引 当 金  ５８８  ６５９  △    ７０ 

そ の 他  ８２  ４１  ４１ 

流 動 負 債 合 計 ４,３３０ 9.1 ５,０１７ 10.5 △   ６８７ 

 Ⅱ 固 定 負 債      

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ４４８  ４０７  ４０ 

そ の 他  １６  ３７  △    ２１ 

固 定 負 債 合 計 ４６４ 1.0 ４４５ 0.9 １９ 

負 債 合 計 ４,７９４ 10.1 ５,４６３ 11.4 △   ６６８ 

( 資 本 の 部 )      

 Ⅰ 資 本 金  ９,２７４ 19.4 ９,２７４ 19.3 － 

 Ⅱ 資 本 準 備 金  １０,８００ 22.6 １０,８００ 22.4 － 

 Ⅲ 利 益 準 備 金  ７９７ 1.7 ７１５ 1.5 ８１ 

 Ⅳ そ  の  他  の  剰  余  金       

  １．任 意 積 立 金      

特 別 償 却 準 備 金  ４１  －  ４１ 

固定資産圧縮積立金  ４８  ４８  － 

別 途 積 立 金  ２０,７４４  １８,５４４  ２,２００ 

  ２．当期未処分利益 １,２６０  ３,２３２  △ １,９７１ 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ２２,０９４ 46.3 ２１,８２４ 45.4 ２６９ 

 Ⅴ その他有価証券評価差額金 △    ２１ △ 0.1 － － △    ２１ 

資 本 合 計 ４２,９４４ 89.9 ４２,６１５ 88.6 ３２９ 

負 債 及 び 資 本 合 計  ４７,７３９ 100.0 ４８,０７８ 100.0 △   ３３９ 
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 （２） 損 益 計 算 書 
 

 （単位：百万円） 

 ２００１年３月期 ２０００年３月期 前 期 比 

科      目 (2000.4.1～2001.3.31) (1999.4.1～2000.3.31) 増   減 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

  ％  ％  

 Ⅰ 売     上     高 ２９,６１７ 100.0 ３４,１９１ 100.0 △ ４,５７４ 

 Ⅱ 売   上   原   価 ２１,７２８ 73.4 ２４,４３０ 71.5 △ ２,７０１ 

売 上 総 利 益  ７,８８８ 26.6 ９,７６１ 28.5 △ １,８７２ 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ８,１７４ 27.6 ８,４２１ 24.6 △   ２４７ 

営業利益又は営業損失（△）  △   ２８５ △ 1.0 １,３３９ 3.9 △ １,６２５ 

 Ⅳ 営  業  外  収  益      

受 取 利 息  １５０  １５０  ０ 

受 取 配 当 金  ９４０  １,９６７  △ １,０２６ 

為 替 差 益  １５９  －  １５９ 

そ の 他  ７７  ９３  △    １６ 

 Ⅴ 営  業  外  費  用      

支 払 利 息  ７  ９  △     １ 

有 価 証 券 評 価 損  ３４  ６５  △    ３０ 

為 替 差 損  －  ２７３  △   ２７３ 

そ の 他  ２１  １２  ８ 

経 常 利 益  ９７７ 3.3 ３,１８８ 9.3 △ ２,２１１ 

 Ⅵ 特   別   利   益      

貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ９  １７  △     ７ 

関係会社株式売却益  ４５８  １１  ４４６ 

私 財 受 贈 益  ３００  －  ３００ 

 Ⅶ 特   別   損   失      

固 定 資 産 除 売 却 損  ２８  １０４  △    ７６ 

関係会社株式評価損  ３０３  －  ３０３ 

そ の 他  ２１  ６  １５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １,３９２ 4.7 ３,１０６ 9.1 △ １,７１３ 

法人税､住民税及び事業税  ５０４ 1.7 ７１６ 2.1 △   ２１２ 

法 人 税 等 調 整 額  △   １６４ △ 0.6 ８９ 0.3 △   ２５３ 

当 期 純 利 益  １,０５３ 3.6 ２,３０１ 6.7 △ １,２４８ 

前 期 繰 越 利 益  ５５８  ５３６  ２２ 

過 年 度 税 効 果 調 整 額  －  ７１１  △   ７１１ 

税効果会計適用に伴う  
固定資産圧縮積立金取崩額 －  ３４  △    ３４ 

中 間 配 当 額  ３１９  ３１９  ０ 

中間配当に伴う利益準備金積立額 ３１  ３１  ０ 

当 期 未 処 分 利 益  １,２６０  ３,２３２  △ １,９７１ 
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 （３） 利 益 処 分 案 
 

 （単位：百万円） 

科     目 
２００1年３月期 

(2000.4.1～2001.3.31) 

２０００年３月期 

(1999.4.1～2000.3.31) 

当 期 未 処 分 利 益  １,２６０ ３,２３２ 

特別償却準備金取崩額  ５ － 

計 １,２６６ ３,２３２ 

これを次のとおり処分いたします。   

利 益 準 備 金  ５０ ５０ 

利 益 配 当 金  ３１９ ３１９ 

役 員 賞 与 金  ２８ ６２ 

（うち監査役賞与金）  （ ２） （ ３） 

任 意 積 立 金    

特 別 償 却 準 備 金 １６ ４１ 

別 途 積 立 金 ５００ ２,２００ 

次 期 繰 越 利 益  ３５１ ５５８ 

 

１株当たり配当金の内訳 

 ２００１年３月期 ２０００年３月期 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

    円  銭    円  銭    円  銭    円  銭    円  銭    円  銭 
       
普 通 株 式   ２５ ００  １２ ５０  １２ ５０  ２５ ００  １２ ５０  １２ ５０ 

 （内  訳）       

普 通 配   ２５ ００  １２ ５０  １２ ５０  ２５ ００  １２ ５０  １２ ５０ 
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 重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 

 その他の有価証券  

 時価のあるもの ・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 

  移動平均法により算定） 

 時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品，製品，原材料及び仕掛品 ・・・ 総平均法による低価法 

 貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法 
 
３．デリバティブの評価基準 ・・・ 時価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 ・・・ 定率法 

      ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物 

  付属設備を除く）については定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり 

  建物       31～50年 

  工具器具備品    2～ 6年 

 (2)無形固定資産 ・・・ 定額法 

      ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売 

      可能有効期間における見込販売数量に基づく方法、自 

      社利用のソフトウェアについては社内における利用可 

      能期間（5年）に基づく定額法 

 (3)長期前払費用 ・・・ 定額法（主として5年で償却） 

 

５．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金     ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

              実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収 

              可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 (2)投資評価引当金    ・・・ 子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政 

              状態を勘案し、必要額を見積計上しています。 

 (3)賞与引当金     ・・・ 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上し 

                  ています。 

 (4)退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付 

  債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しています。 

                  なお、当事業年度末においては、年金資産見込額が退職給付債務 

                  見込額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上し、投 

                  資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。 

また、会計基準変更時差異（324百万円）については、5年による

按分額を費用処理しています。 

                  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以 

                  内の一定の年数（10年）による定率法により、翌事業年度から費 

                  用処理することとしています。 

 (5)役員退職慰労引当金 ・・・ 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支 

                  給額を計上しています。 
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６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 
７．消費税等の処理方法 

税抜方式で処理しています。 

 

 

［会計処理方法の変更］ 

  従来、ロイヤリティー収入については営業外収益に計上していましたが、当該収益が会社の主たる営業活動

に含まれる業務の成果であり、また、積極的に分社化を進めたことに伴い、その金額的重要性が高まったこと

から、損益区分をより明確にするため、当期より売上高に含めて計上することにしました。この変更に伴い、

従来の方法と比較して売上高は600百万円増加し、営業損失は同額減少していますが、経常利益及び税引前当

期純利益に及ぼす影響はありません。なお、比較の便宜を図るため、前期を同様に組替えています。 

 

 

［追加情報］ 

１．退職給付会計 

  当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成10年6月16日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付に係る費

用は、95百万円減少し、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ95百万円増加しています。 

  また、前払年金費用95百万円については、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。 

２．金融商品会計 

  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成11年1月22日））を適用し、有価証券の評価の方法について変更しています。この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ134百万円増加しています。 

  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、保有する有価証券は投資有価証券もしくは関係会

社株式として表示しています。 

３．外貨建取引等会計基準 

  当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年10月22日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ19百万円増加しています。 
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 注 記 事 項 
 

（貸借対照表関係） 

（ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ９,９３６百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額 ９,６１７百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

 担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他   
担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他  

  
建 物 

百万円 
８１３ 

百万円 
３３８ 

   
建 物 

百万円 
８７７ 

百万円 
３６８ 

 

 構 築 物 ５ －   構 築 物 ６ －  

 機械及び装置 ４２ －   機 械 及び装置 ５３ －  

 土 地 ６２８ １,２９４   土 地 ６２８ １,２９４  

 計 １,４８９ １,６３３   計 １,５６５ １,６６２  

  

対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他 対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他 

 
受取手形割引高 
短 期 借 入 金 

百万円 
３９４ 
１,０００ 

 

受取手形割引高 

百万円 

４９８ 

計 １,３９４ 計 ４９８ 

  

３．授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 
  発行済株式総数 ２５,５７２,４０４株 
  自己株式の数及び ３３株 
  貸借対照表価額 ０百万円 
 

３．授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 
  発行済株式総数 ２５,５７２,４０４株 
  自己株式の数及び ４７株 
  貸借対照表価額 ０百万円 
  発行済株式数の増加 
   転換社債の株式転換 
     発 行 株 式 数 ４５０,９８５株 
     発 行 総 額 １,０１６百万円 
     資 本 組 入 額 ５０８百万円 



（ローランド） 

                                                   －    － ３７

 
 

（ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） 

４．関係会社に対する資産及び負債 

   流 動 資 産 

     受 取 手 形 ５１０百万円 

     売  掛  金 ２,１８３百万円 

     未 収 入 金 ９７６百万円 

   流 動 負 債 

     買  掛  金 ６５６百万円 

４．関係会社に対する資産及び負債 

   流 動 資 産 

     受 取 手 形 ６２１百万円 

     売  掛  金 ２,０８７百万円 

     未 収 入 金 １,４４６百万円 

   流 動 負 債 

     買  掛  金 ９３５百万円 

５．保  証  債  務 

関係会社の金融機関からの １,１１１百万円 
     借入金に対する保証等 （ ９  社） 

従業員の金融機関からの借入債務 ８４百万円 

そ     の     他 １２百万円 

５．保  証  債  務 

関係会社の金融機関からの ８７１百万円 
     借入金に対する保証等 （ ８社） 

従業員の金融機関からの借入債務 ７６百万円 

そ     の     他 １０百万円 

 
（損益計算書関係） 

（ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） 

１．関係会社との取引高 

製 品 売 上 高 １０,８１２百万円 

商 品 売 上 高 ７,４４１百万円 

商 品 仕 入 高 ８,２９６百万円 

受 取 配 当 金 ９１８百万円 

１．関係会社との取引高 

製 品 売 上 高 １０,７１５百万円 

商 品 売 上 高 ９,８２３百万円 

商 品 仕 入 高 １０,５６１百万円 

受 取 配 当 金 １,８１７百万円 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

運 搬 保 管 料 ８６４百万円 

広 告 販 促 費 １,６５８百万円 

給 与 及 び 賞 与 １,９３３百万円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２４５百万円 

退 職 給 付 費 用  １１０百万円 

福 利 厚 生 費 ２９８百万円 

旅 費 交 通 費 １８７百万円 

通 信 費 １０３百万円 

減 価 償 却 費 ４１７百万円 

賃 借 料 ４５９百万円 

研 究 開 発 費 ２４４百万円 

販売費に属する費用のおおよその割合 ７０％ 
一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３０％ 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

運 搬 保 管 料 ８９６百万円 

広 告 販 促 費 ２,０２６百万円 

給 与 及 び 賞 与 １,９３３百万円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２７４百万円 

適 格 退 職 年 金 掛 金 １４７百万円 

福 利 厚 生 費 ３０７百万円 

旅 費 交 通 費 １８２百万円 

通 信 費 ９５百万円 

減 価 償 却 費 ４０４百万円 

賃 借 料 ４９８百万円 

研 究 開 発 費 ２５３百万円 

販売費に属する費用のおおよその割合 ７０％ 

一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３０％ 

３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,６５２百万円 ３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,７２０百万円 

４．固定資産除売却損の内訳 

工 具 器 具 備 品 等 ２８百万円 

 

４．固定資産除売却損の内訳 

建          物 ２百万円 

工 具 器 具 備 品 ５９百万円 

機 械 及 び 装 置 ４２百万円 

 

 



（ローランド） 

                                                   －    － ３８

 
① リース取引関係 

項     目 ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ) ( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び 

 取得価額

相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高  

相 当 額 

  取得価額  

相 当 額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高  

相 当 額 

 

期末残高相当額  機械及
び装置 

百万円 

２４３ 

百万円

１７３

百万円 

７０ 

 機械及
び装置 

百万円 

２４３ 

百万円 

１３２ 

百万円 

１１１ 

 

  
工具器 
具備品 ６３ ５４ ８  

工具器 
具備品 １０７ ８０ ２７  

  その他 ６ ３ ２  その他 ６ ２ ３  

  合  計 ３１３ ２３１ ８１  合  計 ３５８ ２１６ １４２  
   

未 経 過 リ ー ス 料 

期 末 残 高 相 当 額 

１年内  ４３百万円 

１年超  ４４百万円 

合 計   ８７百万円 

１年内  ６１百万円 

１年超  ８７百万円 

合 計 １４９百万円 

支 払 リ ー ス 料 ６６百万円 ７１百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ５９百万円 ６４百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ４百万円 ６百万円 

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

ます。 

同   左 

利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

同   左 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ローランド） 

                                                   －    － ３９

 
② 有 価 証 券 
 

前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」(子会社株式及び関連会社で時価

のあるものは除く)に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載している。 

 

(単位:百万円) 

２００１年３月期（２０００年４月～２００１年３月） 
種    類 

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ２,５５４ ５,０８２ ２,５２７ 

 

 

③ 税効果会計関係 
 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

 （２００１年３月期）  （２０００年３月期）

繰延税金資産    

減価償却超過額 １０６百万円  ３５百万円 

関係会社株式評価差額 ４２９百万円  ２８６百万円 

投資評価引当金 ３２百万円  ３２百万円 

未払事業税 ６百万円  ５０百万円 

賞与引当金限度超過額 １１２百万円  ９２百万円 

役員退職慰労引当金 １８４百万円  １６７百万円 

その他有価証券評価差額金 １５百万円  －百万円 

その他 ３２百万円  ２９百万円 

繰延税金資産合計 ９２０百万円  ６９３百万円 

繰延税金負債    

前払年金費用 △  ３９百万円  －百万円 

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △  ７０百万円  △  ６２百万円 

その他 △   ８百万円  △   ８百万円 

繰延税金負債合計 △ １１８百万円  △  ７１百万円 

繰延税金資産の純額 ８０２百万円  ６２２百万円 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

 （２００１年３月期）  （２０００年３月期）

法定実効税率 ４１.１％  ４１.１％ 

（調 整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 １.７％  ０.７％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ １２.８％  △ １０.６％ 

法人住民税均等割 １.７％  ０.８％ 

外国税額控除 △  ７.１％  △  ６.３％ 

その他 △  ０.２％  ０.２％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２４.４％  ２５.９％ 

 

 



（ローランド） 

                         －   － ４０

 

 

７． 役 員 の 異 動（2001年6月22日予定） 
 

 

（１） 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

（２） その他役員の異動 

１． 就任予定 

 取締役   近藤 公孝 （現 当社DTMP開発部長 兼 エディロール株式会社取締役社長） 

 

 取締役   田中 英一 （現 当社海外営業部長） 

 

 監査役   川島 実  （現 龍谷大学経営学部教授、アルタスコンサルティング 代表） 

   （社外監査役）   

 

  ２．退任予定 

取締役会長  梯 郁太郎 （特別顧問に就任） 

 

取締役相談役 原田 裕  （顧問に就任） 

 

取締役    中田 晴昭 （顧問に就任） 

 

常勤監査役  森川 悦男 （顧問に就任） 

 

 

 

 

以 上 


